
就業状況と家事 

―就業地位の継続性と変化の向きに着目して― 

○不破麻紀子（東京都立大学）、柳下実（東京都立大学・院） 

 

 

【目的】就業状況と家事労働との関連を探る研究は数多く行われてきたが、先行研究のほとんどは「現在」の就

業状況に着目して検討してきた。しかし、世帯内における配偶者間の交渉は、現在の就業地位のみに依拠して行

われるのではなく、就業の継続性や就業地位が変動した場合は、どのように変化したのかという変化の向きとも

関連していると考えられる。例えば、育児期に就業を中断した経験をもつことは、女性の家事負担に正の効果を

持つことが示されている（Fuwa 2011）。またGershuny et al.（1994）は、妻がフルタイム就業した場合に、夫の家

事負担はすぐには増えず、遅れて増加するとし（lagged adaptation 仮説）、フルタイム就業が継続的であることに

よって効果が増加すると論じる。一方で地位の継続性がもたらす効果が減少することも考えられる。例えば、家

事研究ではないが、Musick & Bumpass（2012）は結婚が幸福感にもたらす正の影響は、時間の経過とともに減る

ことを示している。女性の正規就業が平等な家事分担にもたらす効果が一過的であるとすれば、地位が継続的で

あることで効果は弱まることも考えられる。 

また、就業地位の変動と家事頻度との関連についても、変化の向き（e.g.「正規→非正規」「非正規→正規」）に

よって異なることが予想される。特に新卒一括採用をベースとする日本の雇用システムでは、正規雇用から非正

規雇用へ移行することの社会経済的影響は、多くの人々にとってその逆の向きの移行とは異なることが考えられ

る。例えば、就業地位変化の所得への効果を検討した有田（2013）は、正規雇用から非正規雇用への移行は所得

に負の効果をもたらすが、その逆の移行は有意な効果を持たないことを示しており、効果の非対称性が示唆され

る。そこで本研究は、就業地位の継続性と就業地位の変化の向きに着目して家事頻度との関連を検討する。 

【方法】本稿で使用するデータは東京大学社会科学研究所が実施しているパネル調査『働き方とライフスタイル

の変化に関する全国調査wave 1～wave12（2007～2018年）』（対象年齢：wave1時点で20–40歳）である。従属変

数は、回答者の週当たりの家事頻度（食事の用意、掃除、洗濯、買い物）を合計したものである（毎日 ＝ 7、週

に5～6日 = 5.5、週に3～4日 = 3.5、週に1～2日 = 1.5、月に1～3日 = 0.5、ほとんどしない ＝ 0を当てはめ

た）。独立変数は就業状況（非就業・非正規・正規）である。統制変数として、収入、親同居、子どもの有無など

を用いた。分析手法として独立変数の変化の効果の非対称性を容認する固定効果モデル（Allison 2019）を用いた。 

【結果】分析結果から、t-1から t時に正規雇用継続した男性は、非就業を継続した男性に比べて有意に家事頻度

を減らしていたが、女性については正規雇用の継続は有意な効果を持たなかった。また男性は、就業地位の変化

の方向性による家事頻度への有意な違いは見られなかった（e.g.「正規→非就業」と「非就業→正規」の効果の絶

対値は同じ）のに対し、女性については正規から非正規への移行が家事頻度の増加にもたらす効果（増加分の絶

対値）は、非正規から正規への移行が家事頻度の減少にもたらす効果（減少分の絶対値）より顕著に大きいこと

が示された。 
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